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[要旨] 

 本研究では、日本とフランスの資産概念の違いについて、その歴史的変遷を検証するとともに、Muller et.al.[1997]と

Nobes[2000]の各国における階層分析を軸とする考察を行った。考察の結果としては、日本は IFRS のコンバージェンスの

影響下で従来の資産の特質として挙げられる所有権や財産権の概念から、資産を費用もしくは将来経済的便益をもたらす

ものとしてとらえる考え方に移行しているものの、フランスにおいては現状においても資産に財産権や所有権を求めてお

り、それが本研究の対象であるファイナンス・リースの会計処理にも深く影響していることが明らかとなった。 

 さらに、フランスの場合ファイナンス・リースの会計処理においては、連結ベースでは資産計上するものの、個別ベー

スにおいては課税所得計算および資産概念との関連から、現行でも賃貸借処理を採用しているものの、日本ではファイナ

ンス・リースにおける使用権資産の減価償却費を別枠ではあるものの課税所得計算の損金の対象としており、IFRS のコン

バージェンスを重視するあまり、理論的整合性に欠ける側面があることも明らかとなった。 

キーワード：資産概念、所有権、財産権、課税所得計算 階層化分析  

 

１．はじめに 

2000 年以降、日本を含め世界で国際財務報告基準（International Financial Reporting Standards:IFRS)の

コンバージェンス、アドプションは進展してきている。しかしながら、各国の会計制度と IFRS の異論的枠

組みが異なるために、国際化の進展が進む中で各国の既存の会計制度の枠組みは残されている。 

本論文では、日本とフランスのファイナンス・リースに関する会計基準を取り上げることとする。日本

及びフランスはいずれも、法律の制定に関しては、アメリカのような判例法ではなく成文法の範疇に分類さ

れている（Nobes C.)が、ファイナンス・リースにおける会計基準は異なっている。 

  具体的には、日本の場合 IFRS と同様に、リースに関する権利と義務は資産・負債として認識する考え

方が採用されているが、フランスの場合は賃貸借処理を主軸とする形での会計処理を行っている。そこ

で、本論文では成文法から会計制度が策定された点では共通の日本とフランスに関して、なぜファイナン

ス・リースでこのような会計制度の違いが生じたのかを検証することとする。 

本論文の論点は次のとおりである。戦後から収益・費用アプローチに立脚し製造業中心で取得原価主義

を重視してきた日本は、2000 年からの IFRS へのコンバージェンスを通じて、現在は資産についてその経

済的実態を重視する形での方向転換が行われている。しかしながら、IFRS を重視する EU に属しながらも



 

フランスでは、個別財務諸表においてファイナンス・リースに関して現在でも賃貸借処理を採用し続けて

いるという現状が存在する。本論文では両国におけるリース取引の会計処理の違いを通して、資産概念に

おける両国の理論的背景の違いについて考察をすることとする。 

本論文の構成は次のとおりである。まず、第２節では、IFRS における資産概念を取り上げ、特にリース

取引の資産概念をどのように扱っているのかについて検証を行う。第３節では、日本における資産概念の歴

史的変遷について、３つの時代に分類する形での検証を行う。 

 第４節では、フランスにおける資産概念の歴史的変遷について、フランス民法典における財産概念と、

PCG における資産概念を中心に考察を行う。第５節では、各国における国際的会計基準の採用方法をクラ

スタ分析によって分析した Muller et.al.[1997]と Nobes[2000]の研究について検討を行うとともに、日本と

フランスが分析としてどの階層に属しているのかを確認する。 

 第６節では、日本におけるファイナンス・リースの会計処理変更に伴う事例検討を、日本の航空機産業

に焦点を当てる形で取り上げる。第７節では、結論と今後の課題について述べることとする。 

 

2.IFRS における資産概念 

 資産概念については、米国財務報告基準審議会（FASB)、国際会計基準審議会（IASB)、日本会計基準審

議会（ASBJ)において定義されている。これは、各国の概念フレームワークの中でもほぼ同様の定義がなさ

れており、「過去の事象の結果、報告支配による支配、経済的資源」が要件であることは共通している。 

 現在の資産概念に関するとらえ方としては、資産はその販売や利用を通じて企業に将来キャッシュ・イ

ンフローをもたらす能力を本質とする「経済的資源説」が定着している。 

本論文で取り上げるファイナンス・リース取引に関しては、「リース＝リース資産を使用する権利の取

得」と考え、この使用権を資産として計上する「使用権モデル」の定義が定着しているが、使用権モデルで

は、「リースは使用権を取得する取引」と捉えることで、全てのリース取引について、リースに係る資産と

負債が貸借対照表で認識されることとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

図表 1 リース取引の仕組み（使用権付資産モデルを前提として） 

 

図表 2 IFRS16 におけるファイナンス・リース 

 使用権付資産モデルにおけるリース 

 

 

３.日本における資産概念の歴史的変遷 

 本節では、ファイナンス・リースの資産概念を検討する前提として、日本における資産概念の歴史的変

遷を、①法的所有権に基づく資産概念（財産説）、②計算構造的な資産が異変（費用説）、そして③用役潜

在性を重視する資産概念（経済的資源説）の３つに分類する形で検証する。 

3-1.法的所有権に基づく資産概念ー財産説ー 

 資産にその所有者の法的所有権や、財産として処分することが可能な財産権を有しているという考え方は

資産定義の中でも最も古い財産概念として考えられる。 

1673 年に制定されたルイ 14 世の商事王令（フランス商事王令）（Ordonnance du 23 mars 1673)の中で

は、債権者保護思想として、資産という用語の語源は、「ASSEZ」（十分なという意味）、つまり誰か持ち主



 

（主体）がいて、この持ち主が故人に対する負債と財産を両方所有していて、負債を返済できる十分な財

産のその持ち主の資産と定義している。この場合、資産は持ち主に所有され、債務の返済に抵当できる価

値のある財産であることが前提であり、資産を持つ人物や組織には、法的所有権が存在する（債務の返済

に低頭できる価値があるということは法的所有権、および財産的価値があることを意味する）と考えられ

る。 

日本の場合、民法上の規定で資産について「法的所有権」として明文定義した条文は存在しない(山口

[2008])。日本の民法においては、資産概念を定義するのではなく、「物」「所有権」「財産権」についての

規定がなされている。例えば、民法 85 条では、「物とは有体物である」という定義がなされており、206

条では「所有者は、法令の制限内において、自由にその所有物の使用、収益及び処分をする権利を有す

る。」と明記されている。これは、所有権が使用・収益・処分の３つの権利の束ととらえられていると考え

られる。また、民法 399 条では、「債権は、譲り渡すことができる。ただし、その性質がこれを許さないと

きは、この限りでない。」として、債権について経済的価値を持つ権利（財産権）として定義している。 

日本の民法のとらえ方で、「物とは有体物である」という考え方からは、知的財産権、株式、債権などは

経済的価値を持つ資産であるが、「有体物」ではないという考え方となる。しかしながら、民法 399 条の

「財産権」として考えるのであれば、知的財産権などの無形資産であっても経済的価値を持つ権利であるた

めに、資産として定義されることとなる。よって、法的所有権に基づく資産概念とは、具体的には民法上の

「財産権」のことを指すと考えられる。 

法的所有権に基づく資産概念（財産説）は、日本では一般的には民法や税法上で取り上げられる概念で

あるが、会計学上では法的所有や財産権に縛られない形での資産の定義化が行われてきた。そこで、以降

では会計学上の資産概念の変遷をたどっていくこととする。 

 

3-2. 計算構造的な資産概念ー費用説ー 

 家族経営や個人経営などの個人企業の場合、企業の資産については、上記の民法上における「有体物」

や「財産権」ととらえる考え方でも十分に成立した。そこでの「資産」とは、例えばその企業が商品や建

物を購入する際、あるいは仕入の代金を支払う際、最も根源的なところでは銀行から資金を借りる際に、

その支払いや返済をするにあたって換金性のあるものという意味をもっており、この考え方は債権者保護と

強く結びついていた。 

しかしながら、経済発展とともに、企業の所有権を分割して株式として資金を募集する株式会社という企

業形態が誕生し、そしてこの形態が主流として発展していくとともに、債権者の要請は次第に薄れ、株主を

初めとする投資家が企業の財産計算より、正確な期間損益計算から導出する収益力に関心を持つようにな

る。 

 このような経済や企業形態の変遷に伴い、資産は法的所有権に基づく価値がある「物」としての概念か

ら一転し、資産を「費用」とみる費用説が台頭するようになる。この費用説の代表的な論者としては、ド



 

イツの会計学者シュマーレンバッハによる期間損益計算のための資産の費用化説を上げることができ、こ

の資産を費用もしくは原価として捉える主張はアメリカ会計学会(AAA)でも取り上げられ、1950 年代から

1970 年代にかけて大きく普及した。費用説で考える資産の概念の特徴としては、資産を貨幣性資産と費用

性資産の 2 つに大きく分類することを挙げることができる。 

 例えば、費用性資産を例にとれば製品や商品などの在庫は、その生産および購入後、その取得価額は顧

客によって販売される形で売上原価としての費用と、期末に企業内に在庫（資産）として残存する形での２

通りに分けることができる。しかしながら、期末の在庫も翌期になれば企業の販売活動の中で売上原価と

しての費用に転嫁されていく。土地や建物などの有形固定資産も減価償却や減損のプロセスをたどる形で最

終的には企業の収益活動に貢献する費用に転嫁されていくことになるのである。 

 費用説とは、在庫や有形固定資産のように当初は資産として扱われるが、最終的には企業の収益活動に

貢献した期間に応じて資産を費用に計上することから提唱された説であるともいえる。 

 

3-3. 用役潜在性を重視する資産概念ー経済的資源説ー 

 3-2 でも述べた資産は最終的に費用として転嫁されるという「費用説」は 1950 年代から 1970 年代にかけ

て会計制度の構築とも関連する形で大きく普及したが、例えば貨幣性資産を扱うにあたっては「費用説」

としての資産概念のみでの「一元的な」説明ができないことから、アメリカにおいて「用役潜在性」

（service potential)という概念で貨幣性資産と費用性資産の統一的な解釈を行おうという考えが台頭してき

た。 

 この「用役潜在性」という概念で資産をとらえるのであれば、資産は物的財貨でも法律上の権利でも、

貨幣請求権でもなくサービス潜在力に他ならないと考えることができる。AAA[1957]は、資産は特定の企

業に事業のため委ねられた経済的資源であり、期待される企業活動に役立つサービス潜在能力の集合と定

義したが、この場合の資産は将来収益への対応を待つ費用と言うよりも、将来的キャッシュフローを稼ぎ

出す積極的能力を備えているものであるという考え方に近いと考えられる。 

 

3-4. 米国財務報告基準審議会（FASB)、国際会計基準審議会（IASB)、日本会計基準審議会（ASBJ)におけ

る資産の定義 

  3-2 からの考察の通り、資産概念は「有体物」であり、「財産権」であるという考え方から、企業の収益

活動に貢献する「費用」であるという考え方、そして将来的に「経済的便益」を生むサービス潜在力であ

るという考え方に移行してきた。 

 現在、FASB,IASB と ASBJ においては、資産の定義を明確にしており「過去の事象の結果、報告支配に

よる支配、経済的資源」が要件であることは共通している。これは、資産を株式会社の市場経済における

収益獲得の手段ととらえているのであるが、この定義は、いわゆるプロダクト（製品・商品）型の会計系か

らとファイナンス（金融資産）型への会計へと制度の移行が起こったこととも関連している。 



 

 プロダクト（製品・商品）型の会計から、ファイナンス（金融資産）型への会計への移行が行った契機と

しては、1990 年代において情報通信技術が飛躍的に発達するとともに、金融の自由化・国際化が促進さ

れ、デリバティブ取引などの量が増大し、また企業戦略における知的財産活用の重要性の高まりが起こっ

たことを挙げることができる。 

 従来の会計制度、特に日本の会計制度は物を製造する製造業を中心とした形での経済発展の中で、製造

業の収益活動を描写するに適した会計制度を構築してきた。しかしながら、1990 年代に入り、プロダクト

やファイナンスによる企業の特異性が高まり、技術及び特許の外的ネットワーク（顧客関係）や内的ネッ

トワーク（経営内部のコミュニケーション能力）など人的リソースに基づく何らかの無形財の蓄積が起こ

る中で、無形財に傾斜した市場経済へのシフト（知的情報型市場経済）により 無形資産の存在がクロー

ズアップされるようになってきた。 

無形資産の定義とは、「財貨または用役の生産もしくは供給に利用するために、あるいは他社へのレンタ

ルのためにあるいは管理目的で保有している物的性質のない非貨幣性資産」とされており、従業員の知識

やスキル、創造力と組織のシステム、文化、データベースの結合により、営業力・特許権・商標権のよう

な無形資産が創出されるとされる。ここでいう、無形資産の本質とはいわばこれらの要素のシナジー効果

と解することができる。 

そして、このような無形財に傾斜した形での会計とは企業的実態を忠実に表現する「写像」であるという

考え方が破綻し、「記号」としての意味合いを持つにいたることとなった。 

 

本節では、日本における資産概念の歴史的変遷を検証してきたが、日本の会計制度を策定する理論的な

根幹としては、3-4 でも述べた通り製造業（ものづくり）主軸で経済的に発展してきたこと、そしてメイン

バンク制度により資金調達を行い、経済的に発展してきたことを挙げることができる。そしてこのような経

済的背景の中で策定された会計制度とは、株を所有する「株主」あるいは「投資家」よりもむしろ「債権

者」（銀行や社債権者など）のために情報を提供することが主眼に置かれている。 

このような背景での会計情報の提供とは、「企業の経済的活動を忠実に写像し、利害関係者に伝達し、報

告することが目的」であると考えるのが自然である。言い換えれば、日本での経済的背景を考えた上での

資産とは、財産価値を有するものが主でありまた、債権者から提供された資金により購入、管理されるも

のであれば「取得原価」を採用することが最も合理的であるという考え方が 1990 年代までは主軸であった

けれども、情報通信業やサービス業の普及に伴い、財産価値を有するものから、「用役潜在力」を有するサ

ービスポテンシャルとしてとらえられるようになったことが大きな特徴として捉えることができる。 

 本論文で取り上げるファイナンス・リースを含むリース取引は基本的にはリース会社と企業との資産の

賃借であり、「法的所有権」が企業に移転していることではないが、耐用年数までその資産を企業が使用

し、リース会社に返却するということであれば、経済的実態としては企業がその資産の「用役潜在性」や

「サービスポテンシャル」を有しているとの考え方となり、「使用権」という形での資産計上が容認される



 

ことになる。 

 

4.フランスにおける資産概念の歴史的変遷 

4-1.フランス民法典による財産概念財産の規定 

4-1-1.財産の規定 

フランスにおける資産概念の歴史的変遷を検証するにあたっては、まず民法典第 516 条[財産]の記載を検

証する必要性がある。民法典第 516 条では、「すべての財貨(biens)(英訳 goods)は、動産(meubles)(英訳 

movables)ないしは不動産(immeubles)(英訳 immovables) のいずれかに分類される。」と定められている。

この条文は、ナポレオン法典第 2 編「財産の区別」の冒頭（第 516 条）に置かれていた。この定義でいえ

ば、例えば土地、建物は動かすことができず（不動産）、また不動産は占有される（登記というかたちで保

証される）。 

一方で、例えば現金、家具など所持者に占有されるけれども、登記はできない。しかしながら、占有さ

れることで、所有者となるために資産として扱われることとなる。 

民法典第 516 条の解釈の例外としては、船舶、飛行機などは動かすことができるが、財産価値が高いの

で、不動産と見做されることとなる。 

 

4-1-2.所有権の規定 

フランスにおける所有権の規定については、民法典第 544 条[所有権(propriété）(英訳 property)］で明

記がされている。民法典第 544 条では、 法律ないしは規則が禁止していない限りもの(choses)(英訳 

things)を享受し、処分する絶対的な権利であるとされていいる。 

民法典第 544 条での「もの」の概念としては二元的な解釈であり、１つ目は、「もの(choses)(英訳 

things)」の中に、経済的価値が生出されると「財貨(biens)(英語 goods)」として扱われることとなる。２

つ目に、「財貨(biens)(英訳 goods)」の占有が決まると「財産(patrimoine)(英訳 property)」として扱わ

れることとなる。また、「財貨」と「財産」の大きな違いとしては、財産には所有権が付くことをあげるこ

とができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

図表 3. 所有権の規定 

 

 

4-2.PCG における資産概念 

4-2-1.資産と見做さない金融賃貸借 

フランスの金融賃貸借契約(crédit-bail)（日本ではファイナンス・リースと称される）についての規定は

次の各条文で規定されている。 

 

① PCG 

Plan Comptable Général(「フランス会計基準」と訳し、PCG と略する。)、2029 年に運用開始、 Autorité 

des Normes Comptables (「フランスの会計基準設定機関」と訳する。）が会計基準を設定・管理する。  

② Ⅼoi n o 66-455 du 2 juillet 1966 sur les sociétés commerciales (「1966 年 7 月 2 日商事会社法第 66-455

号」と訳する。)は、「商業会社」の設立、運営、解散などについて包括的に定めた、かつてのフラン

スの根幹的な会社法である。1966、Parlement(国会と訳する。)で制定される。 

③ Ⅾécret n o 72-665 du 4 juillet 1972(「1972 年 7 月 4 日施行令第 72-665 条」と訳する。)。 

Gouvernement de la République française（「フランス共和国政府」と訳する。）で設定される。 

④ Code Général des Impôts art.239 sexies(「一般租税法第 239 条の 6」と訳する。)、 Ministère de 

l'Économie, des Finances et de la Souveraineté industrielle et numérique「(フランス財務・経済・産

業・デジタル主権省)」と訳する。」で設定される)。 

 

4-2-2.ファイナンス・リース取引の解釈 

フランスにおける、ファイナンス・リース取引の法的視点としては、まず財産(有形ないしは無形)の賃貸

は、その使用料(redevance)の支払いによって実施されること、そして財産の売却契約は、残存価値の支払

いによって成立すること、そして、一部は支払済み使用料によって賄われることもあることを挙げることが



 

できる。 

ファイナンス・リースの経済的視点としては、企業資産を融資する手段として捉えられている。また、伝

統的な取引では、借入という方法による財産の支配と見做されている。 

そこで、ファイナンス・リースの改正制度を考えるうえで、法的解釈を優先すれば、賃貸借資産の購入

権を考慮しないために、単なる資産の賃貸借として扱われることとなる。そこで、賃貸借資産を、賃借人

の貸借対照表の資産として計上せずに使用料の総額を費用として計上することとなる。 

ファイナンス・リースの経済的解釈を優先すれば、賃貸借資産は、賃借人の貸借対照表の資産として計

上されることとなる。また同時に、賃借料は当該財産の融資額に相当する負債として計上される。なお、

リース利息については、借入れの返済と解されるので財務費用と解釈される。 

そこで、どの立場での解釈を採用するかということが論点となるのであるが、フランスでは、ファイナ

ンス・リースの法的解釈を優先しており、よってファイナンス・リース取引の場合は賃貸借資産のリース料

を費用処理している。よって、会計の領域では、ファイナンス・リースを使用権付資産として計上する

IFRS の方法は採用されていない。フランスがこの会計処理を採用する根拠としては、民法典による財産規

定にあり、経済的価値を生出す財貨(biens)(英訳 goods)が人に所有されて、初めて資産(actif)(英訳 

asset)となるため、学説的には、主観的権利説に基づく財産概念となる。 

 ちなみに、客観的権利説を採用するのであれば、財貨(biens)(英訳 goods)に対する所有権が、財産にな

るための必須条件とならなくなる。 

 

図表 4. フランスの会計基準によるファイナンス・リース取引の取り扱い 

 

 

前節と本節では、日本とフランスの資産概念の変容についてファイナンス・リース取引を取り上げ考察

を行ってきた。日本とフランスに関してファイナンス・リース取引の大きな違いとしては、日本は現在

IFRS や FASB が採用する「用役潜在力」および「サービスポテンシャル」を資産の定義としており、ファ



 

イナンス・リース取引による賃借契約で使用している資産については、その資産が耐用年数まで使用され

返却されるのであれば、経済的実質としてはその企業が購入して使用していることと同じであり、「使用

権」という形での資産性が認められているという解釈である。 

 一方、フランスでは資産は依然として法的所有権が重視され、ファイナンス・リースを使用権付資産と

して計上する IFRS の方法は採用されていない。そして、その採用の根拠としては民法典による財産規定が

重視されていることが明らかとなる。 

 このように、法律上は成文法を基礎とする日本とフランスにおいて、ファイナンス・リース取引の扱い

方が異なることが明らかとなった。そこで、次の考察段階として各国が IFRS をコンバージェンス、あるい

はアダプションしていく中での日本とフランスの位置づけはいかなるものになっているのであろうか。次の

節では、国際会計基準を採用するにあたっての各国の階層化を扱った先行研究について検証を行うことと

する。 

 

5. クラスタ分析による国際的会計基準の階層化 

前節までの検証において、日本とフランスにおける資産定義の相違とリース会計におけるリース資産の

考え方の違いが明らかとなった。そこで、本節では日本とフランスの IFRS 採用における考え方の違いと

IFRS を採用するに当たっての各国の階層化の相違を扱った先行研究についての検証を行うこととする。具

体的には階層化の相違を扱った研究として、Muller et.al.[1997]と Nobes[2000]、そして Nobes[2000]の検

証方法に依拠する形での日本の立場を再考した須田・百合岡[2002]の先行研究の検証を行うこととする。 

 

5-1. 各国における会計の発展に影響を及ぼす変数（Muller et.al.[1997]) 

 国際会計基準採用（IASB の前身である IASC が公表した IAS も研究対象としているので、国際会計基準

という名称を採用している）にあたっての、各国の階層化の相違について検証を行った最も古い研究として

は、Muller et.al.[1997]を挙げることができる。Muller et.al.[1997,6-13]では、各国が国際会計基準を採用す

るか否かに当たっては次の 6 つの要素が考慮されるとしている。 

 

①企業と資本提供者との関係 

 この要素は企業と関係を持つ情報利用者がどのようなものであるかということであり、大きく分けて投

資家もしくは債権者のどちらと企業が密接であるかにより財務会計の国の指向が左右されるのかを指してい

る。 

②他国との政治・経済的な結びつき 

 会計技術は政治システムやイデオロギーのように輸出入されるため、地理的近接性や密接な経済的結び

つきなどで、会計実務が影響を受けることを指している。 

 



 

③法律制度 

 会計において、世界の国々は「法律」指向の国と「非法律」指向の国に二分されることが多い。法律ア

プローチは圧倒的に成文法の国で行われ。非法律アプローチは慣習法の国で行われている。 

 この場合、例えば成文法の国では、会計実務や規則が規範的で、詳細で手続きに関することが多く、ま

た会計的な主な役割は企業が政府に支払う課税所得額の決定となる。 

④インフレーションの水準 

 多くの国の会計は、歴史的原価主義に基づいているが、これはほとんど、あるいは全くインフレーション

がないという仮定に基づいている。例えばドイツや日本は最も歴史的原価主義に固執している国である

が、ほとんどインフレーションがない。一方南アメリカ諸国は何年もインフレーション問題に悩まされたた

めに厳密な歴史的原価の固執を放棄して、一般物価水準の変動に基づいて定期的に資産価格を上方修正して

いる。 

⑤企業の規模と複雑性、経営者と資金提供集団の専門能力及び一般的教育水準 

 例えば、規模が大きく複雑性の高い企業であれば、困難な会計問題を抱えるであろうし、高度な訓練を

受けた会計士を必要とするために会計士も困難な問題を扱うことが要求される。 

 日本、ドイツ、イギリス、アメリカには洗練された会計システムが存在し、高度な能力を認定された職業

会計人がいる一方で、発展途上国の教育水準は低いため、事業規模は小さく、必然的に会計も初歩的にな

る。また、発展途上国における会計能力の欠如が経済発展の潜在力を実際に妨げているということもいえ

る。 

⑥ 文化 

 「文化」とは、個々の国、人種、宗教、地域等での人間の考えの集合的プログラムとして位置づけられ

る。例えば、個人を重視する文化は集団志向の文化よりも会計の開示水準が高くなる傾向があるとさえ

る。集団志向の文化は、集団内部者の「知る必要性」を制限する傾向がある。 

 

 そして、この 6 つの要素をどう考慮するかで、Muller et.al.[1997]は採用する会計基準を次の 4 つに類型

化することが可能であると提唱した[16-19]] 。 

 

① アングロ・アメリカ型 

 この場合の会計基準を採用する最も大きな目的は、投資意思決定指標としての利益計算であり、資金調

達方法は不特定多数の証券市場からの調達が主軸とされる。よって会計情報の目的は「ディスクロージャ

ー」であるとされる。また、会計と税務は一体化したものではなく分離されたものとして考え、コモンロ

ー（判例法）を採用していることが一般的である。また、基準設定主体はプライベートセクターが運営

し、会計情報の理論的枠組みとしては「概念フレームワーク」が存在する。 

（英米型とも呼ばれ、IFRS、アメリカ、イギリス、カナダ、オーストラリアなどはこちらの形式、また新



 

興国は IFRS との関連で新会計基準はこちらの枠組みを採用することが多い） 

② フランコ・ジャーマン型 

 この場合の会計基準の目標としては分配指標としての利益計算であり、保守的会計となる。また、資金調

達方法は金融機関からの借入（間接金融）が主軸であり、従ってディスクロージャーとして会計情報を利用

する目的性は低い。また、会計と税務との間には密接な関連があり、確定決算主義が採用されている。法

律は成文法が主体であり基準設定主体はパブリックセクターが主体であり、商法典や証券取引法に依拠す

る形で会計基準独自での理論的枠組みは存在しない。 

（ドイツ、フランスを初めとする多くの EU 諸国、北欧や日本がこの形式に属している） 

 

③ 南米型 

  このモデルは、南アフリカのほとんどの国を含んでおり、最も大きな特徴はインフレーションによる会

計的修正を継続していることである。言い換えれば、このグループに属する国はインフレーションに対する

豊富な経験を持っているために会計的にこの事実を反映しようとする。ポルトガル語を話すブラジルを除け

ばこのグループの国はスペイン語圏であることが共通であり、会計は政府の政策策定者のニーズを志向して

おり、統一的な実務が企業に課せられると同時に、税法に準拠した会計が財務報告目的に用いられること

もある。 

④ 混合経済型 

 このモデルが適用されるところでは、企業は一般的に二重の会計制度の下で活動を行っている。１つ

は、指令経済を志向した前の制度に基づいた経営者のための情報であり、実際の財務情報よりも統一的な

勘定・予算系統に重きを置く。その一方で、資本主義的市場志向もあり、英米型会計モデルを導入しよう

として、資本主義国からの投資家、銀行、企業の財務アナリストに情報を提供しようとする。この２つの

きわめて異なる概念アプローチを一致させるのは不可能ではないものの、困難ではあるが 1989 年から９０

年の東欧や旧ソビエト連邦の政変時には、残存する中央集権的経済計画・統制と、市場指向的企業活動の

両社に対応する環境特殊的会計モデルとしてこのモデルが採用された。 

 

 Muller[1997]の研究を承継する形となった Nobes[2000]では、クラスタ分析などの統計的手法を用い

て、14 カ国の会計実務（会計基準）の階層的類型化を試みた。ここでは、Muller[1997]と同様の形で会計

の階層的類型化として２つの型が示されている。 

 

 ① ミクロ型（アングロ・アメリカ型と見なされる） 

 市場経済主導であり、税務の影響が小さく、保守主義よりも「公正で真実の報告」が重視され、投資家

と株主が財務諸表の主な利用者 

 



 

 ② マクロ型（フランコ・ジャーマン型と見なされる） 

 政府主導型であり、税務の影響が大きく保守主義を重視し債権者(銀行など)が財務諸表の主な利用者 

 

さらに、Nobes[2000]によるフランスと日本の階層分類によれば、両国はマクロ型であり、画一規制、政

府主導、税務の影響が大きい点では同じ分類となるが、フランスは課税所得計算が会計基準策定の最も大

きな目的であり、スペイン・ベルギーと同じカテゴリに分けられるのに対し、日本→は会社法や証券取引

法などの法律主導型であり、債権者保護や課税所得計算を最も主要な目的とする点ではドイツと同じカテ

ゴリも分けられるとする。言い換えると、両国は成文法からスタートしている点では同じであるが、求め

られる会計情報は、異なっていると Nobes[2000]で述べられている。 

Muller[1997]と Nobes[2000]の分析を軸としながら、日本とフランス、及び IFRS における会計基準策定

の理論的枠組みを検証すると、まず IASB の IFRS についてはミクロ型（アングロ・アメリカ型）であり、

市場経済主導で資産概念に関しては法律上の権利（財産権、所有権など）よりも経済的実態を重視するこ

ととなる。これは、リース会計における資産権付資産モデルとも整合する。 

日本の会計基準については、マクロ型（フランコ・ジャーマン型）であり戦後、GHQ の管理下で収益費

用アプローチ型の会計基準を策定していくが、IFRS のコンバージェンスにより資産・負債アプローチの転

換が起こったことが大きな特徴であり、リース資産については経済的実態を重視し所有権移転外リースに

おいても資産・負債計上を認めている。また、連結及び個別ともに資産・負債計上を行い、リース資産に

かかる減価償却費は損金計上される。 

フランスについては、1942 年のプラン・コンタブルの制定より、マクロ型で会計情報を提供する目的は

社会経済全般に対するものであり、また、会計と税務の結びつきが強く租税の公平性が最も重視される。

また、所有権移転外リースに関しては、連結ベースでは資産・負債計上をしているが、個別では賃貸借処理

が原則となっている。この理由としては、基本的に連結ベースでは IFRS とのコンバージェンスを図ってい

るが、課税所得計算で用いられる個別財務諸表では自国の資産概念を尊重する形で資産・負債計上を採用

していないと考えらえる。 

日本とフランスの立場の相違を要約すれば、いずれの国も成文法の範疇に分類、また会計制度と税法と

の関係が非常に重視される点は共通であるものの、「誰」に向けて会計制度を策定しているのかについては

立場が異なる。フランスの場合、会計情報の受け手は「社会経済全般」であり、社会主義的な色彩が強

く、また税法等の法律の制約もかなり厳しい。 

 一方日本の場合は、会計情報の受け手は「債権者」から「投資家」へと変化しており、 

トライアングル体制が問題となっており、法的規制に最も重点を置く（債権者保護が主軸）が近年はかなり

「投資家」よりの会計制度となっているため、IFRS と同等の会計処理を行っていると考えられる。 

 

 



 

図表 5  会計システム階層分類のまとめ 

 

      

図表 6 ファイナンス・リースの会計処理についてのまとめ 

 

 

6.日本とフランスの会計制度の相違点 

前節では、Muller[1997]と Nobes[2000]の研究を軸として、日本とフランスの会計制度の考え方の違い

を各国の階層化の分類から考察した。そこで本節では本研究の対象であるファイナンス・リースの会計処

理について両国の会計制度の相違点を検証することとする。 

ファイナンス・リースの会計処理に関しては、日本の場合ファイナンス・リースに係る権利と義務は

「資産」「負債」として計上する。この理由としては、法律的にはリース資産はリース会社に帰属している

が、耐用年数の 75%超まで使用して返却するのであれば経済的実態は購入と同じであるという考え方であ

る。 

 一方、フランスでは個別財務諸表では資産計上せず、賃貸借処理を行うことが原則である。また、連結財

務諸表では基本的には資産計上だが、賃貸借処理を行うことも容認されている。この理由としては、ファ



 

イナンス・リースの権利と義務を「資産」と「負債」として計上すれば、リース資産に関しては減価償却及

び減損を行う必要が生じ、課税所得計算において減価償却費は、上限はあるものの損金算入されることと

なるが、所有権及び財産価値のないリース資産を減価償却費として費用化することが課税所得計算上は望

ましいことではないということで、賃貸借処理を行うことによって、この点をクリアにしていると考えられ

る。この場合、IFRS が提唱する経済的実態の問題は捨象されるが、課税公平性の観点からは賃貸借処理を

行うことでクリアとなる。 

このフランスのファイナンス・リース取引に関して個別財務諸表では賃貸借処理を再移用し、減価償却

等は課税所得には一切含めないという立場は Nobes[2000]の階層による分類とも整合する。 

一方、日本はファイナンス・リース取引に関しては個別財務諸表でも「資産」「負債」計上を採用してい

るが、リース資産の減価償却の損金算入に関しては通常の有形固定資産減価償却の損金算入と分ける形

で、別個の計算規定により上限額を算定している。この会計処理方法では、結果として減価償却費の損金算

入に関して別途の調整表も作成する必要 

が生じるが、IFRS のコンバージェンスを重視するあまり、Nobes[2000]の階層分類とは整合しない結果と

なっている。 

 

 本研究では、日本とフランスの資産概念についてファイナンス・リースの会計処理を取りあげ、その相違

点について,Muller[1997]と Nobes[2000]の各国の階層化の研究も交える形での検証を行ってきた。フラン

スの場合、あくまでも資産に「所有権」や「財産的価値」を求めるために、IFRS とのコンバージェンスの

関連から連結財務諸表ではリース資産を計上するものに、個別財務諸表では賃貸借処理を行うという会計

処理が行われており、課税所得計算にも一切含めないという考え方は Nobes[2000]とも整合するが、日本

の場合は IFRS のコンバージェンスを重視する考え方は、Nobes[2000]の階層分類とは整合しない結果にな

っていることを明らかとした1。 

 本研究の目的である日本とフランスの資産概念の違いとファイナンス・リースにおける会計制度の理論

的な考察は行ったが、それでは、リース資産における会計処理変更及び前までの議論は実際の企業行動に

どのような形で反映されたのか。特にフランスと異なり、会計システムにおいては階層化では矛盾を含んで

いる日本においてリースの会計処理が企業行動をどのように変化させているのかを次の章では考察するこ

ととする。 

 

1 クラスタ分析に関する別の解釈として、須田・百合岡[2002]では、Nobes[2000]を先行研究として、さらに６２か国を対象としてクラ

スタ分析を行っており、各々のクラスタを IAS 型会計基準および非 IAS 型会計基準 に分類している。前者に属する国は主にアングロ諸国

であり．後者に属する国は 主にフランコ・ジャーマン諸国である。須田・百合岡[2002]では、GAAP2000 のデータを用いたクラスタ分析

では，日本は非 IAS 型会計基準の国に分類され． イタリアおよびフランスと類似性があったが GAAP2001 のデータを用いたクラスタ分

析 によると．日本は IAS 型会計基準の国に分類され、日本とイタリア・ フランスとの距離は離れたとしている。言い換えると、日本は

2002 年 3 月期を境にして．フランコ・ジャーマン型会計基準から，アングロ・アメリカ型会計基準に転換したと解釈されるとしている。

本研究の結論としてこの研究がどのような関連性を持つのかは興味深い点である。 



 

7 .ファイナンス・リースの資産計上にかかる企業事例ー日本の航空機産業を取り上げて 

本節では、前節までの議論を素地として、日本企業においてリースの会計処理が企業行動をどのように変

化させたのかについての考察を行うこととする。ここでは、リースを積極的に活用している航空業 3 社を

取り上げて検証を行うこととした。航空業界は、航空機を購入するのではなく、リースする形で使用してい

るということはよく知られているが、具体的には 2009 年度から 2022 年度までの期間で、航空機の保有

状況がどのように変わっているのかを有価証券報告書を精査する形で検証を行った。対象とした企業は次の

３社である2。 

 

① 日本航空株式会社（東証プライム） 

② ANA ホールディングス（東証プライム） 

③ 株式会社スターフライヤー（東証スタンダード）（2011 年 6 月に上場） 

 

図表 7 保有している機体台数に占めるリース資産の内訳「（）内がリースによる保有資産」 

 

 

図表７からも明らかなとおりであるが、日本航空株式会社と ANA ホールディングスに関しては保有機体

数が増加しても、リースでの保有台数は右肩下がりとなっている。その一方で、株式会社スターフライヤー

に関しては、機体のリース保有率が高い。この分析結果からの含意としては、東証プライム所属の日本航空

株式会社と ANA ホールディングスの場合、リース取引が売買取引と同様に扱われるのであれば機体を購入

することで保有する傾向がある一方で、株式会社スターフライヤーの場合、企業規模的に会計処理変更後

でもリースで資金面の問題で機体をリース保有しているのではないかという推測を立てることは可能であ

る。 

  

 

 

 

2 スカイマーク株式会社も当初検証対象に含めていたが、2013 年に民事再生法を適用して一旦東証より撤退していることもあり必要なデ

ータが入手できなかったため除外した。また、日本航空株式会社に関しても民事再生手続のために 2010 年より 2012 年度までデータの入

手できない期間が存在しているので、図表ではこの期間の数値は空欄となっている。 

 



 

図表 8 「リース資産」金額の推移（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

図表８を見ると、日本航空株式会社の場合、2015 年度まで「未経過リース料期末残高」が計上されてお

り、2020 年度より「リース資産」が計上されている。一方で、株式会社スターフライヤーは機体をリース

している以上、リース資産は年度を通じて計上されていることが明らかである。 

日本航空株式会社と ANA ホールディングスの場合、機体のリース契約の割合が下がっているが 2015 年

前後より個別財務諸表から「リース資産」の金額が消えている。このような表記が行われている理由として

は、個別財務諸表に「リース資産」がある場合、税法上の調整を行う必要があるので、それを回避したの

ではないかとの推測をあげることができる。 

 

8. 結論及び今後の課題 

本研究では、日本とフランスの資産概念の違いについて、その歴史的変遷を検証するとともに、Muller 

et.al.[1997]と Nobes[2000]の各国における階層分析を軸とする考察を行った。考察の結果としては、日本

は IFRS のコンバージェンスの影響下で従来の資産の特質として挙げられる所有権や財産権の概念から、資

産を費用もしくは将来経済的便益をもたらすものとしてとらえる考え方に移行しているものの、フランスに



 

おいては現状においても資産に財産権や所有権を求めており、それが本研究の対象であるファイナンス・

リースの会計処理にも深く影響していることが明らかとなった。 

 さらに、フランスの場合ファイナンス・リースの会計処理においては、連結ベースでは資産計上するも

のの、個別ベースにおいては課税所得計算および資産概念との関連から、現行でも賃貸借処理を採用して

いるものの、日本ではファイナンス・リースにおける使用権資産の減価償却費を別枠ではあるものの課税

所得計算の損金の対象としており、IFRS のコンバージェンスを重視するあまり、理論的整合性に欠ける側

面があることも明らかとなった。 

 言い換えれば、IFRS 及び日本とフランスの資産概念及び会計システムの階層分析を通じて、フランスは

課税公平性を軸として資産概念の捉え方等は統一されているものの、法的規制を最も重視するはずの日本

では矛盾が生じていることが明らかとなった。 

日本企業の航空会社を用いた事例研究からは、ファイナンス・リースの新しい会計処理を採用して以

降、日本航空と ANA ホールディングスに関してはリース契約でも売買契約でも会計処理は同様となるため

に、機体を購入する形式で資産計上しているものの、資産規模のそれほど大きくないスターフライヤーに

ついてはリース契約を継続していること、また日本航空と ANA ホールディングスについては航空機のリー

ス保有率が低下するとともに、「リース資産」の項目も貸借対照表上から消えており、課税所得計算上の観

点より何らかの会費を行ったのではないかとの含意も明らかとなった。 

本論文の課題としては、日本の航空会社の事例検討がデータ入手の制約もあり、3 社にとどまっているの

で、リース契約を行っている業種をさらに取り上げ分析企業数を増やすことで同じ結論が導き出されるの

かを検討する必要があると考えられる。 
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